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[事実の概要]

　エヌイーシー商品リース株式会社（以下では、「ＮＥＣ商品シース」とする）は、ユーザーである岩手中央水産加工企業組合（以下では、「組合」とする）との間で、組合がサプライヤー・ＥＣ技研から購入した厨房用冷凍冷蔵庫一式についてリース契約を締結し、組合の従業員である氏家顯および鎌田信弘（被告）(以下では、「氏家ら」とする)が、岩手中央水産のＮＥＣ商品リースに対する債務につき連帯保証した。しかし、現実には、本件リース契約は組合とＥＣ技研の下請けである有限会社オオタヤの通謀による空リースであり、本件リース物件は、組合に引き渡されることはなかったが、組合はＮＥＣ商品リースに引渡しを受けた旨の確認書面（借受証）を郵送し、ＮＥＣ商品リースはこれに基づいてEC技研に代金を支払ったもので、氏家らも連帯保証当時これが空リースであることは知らなかった。

　右事実関係の下で、組合がリース料の支払いを怠ったため、ＮＥＣ商品リースが、氏家らに対し、本件保証契約の履行請求権に基づき、残リース料等の支払をもとめたところ、氏家らは、本件リース物件が組合に引き渡されることを契約締結の動機と表示して締結されたものであるが、本件リース物件は組合に引き渡されなかったのであるから、氏家らの連帯保証の意思表示は要素の錯誤により無効であると抗弁して争った。
[判旨]

「連帯保証契約は、特定の債務を連帯保証する債務の成立を目的とする契約であるから、主たる債務がいかなる契約から生じるかは連帯保証契約の当然の前提をなし、連帯保証契約の内容となっているものである。主たる債務がいかなる契約から生じたかという債務の発生原因は、主たる債務者がその契約によって得た金融をどのように利用するか、他に連帯保証人がいるか、あるいは物的担保があるか否か、といった当然には連帯保証契約の内容とはなり得ない事情（いわゆる動機の錯誤に当たる事情）と同一視することはできない。 

　本件において、被告らが連帯保証人として署名捺印した契約書には、本件リース契約の内容が記載されており、これによれば、被告らが連帯保証する主たる債務を発生させる本件リース契約は、リース物件の引渡しが行われ、組合がリース料を支払うという態様のものであることが明らかであるから、主たる債務の発生原因が右のようなものであることは連帯保証契約の内容として契約書上明確に表示されているものということができる。 

２　前示のとおり、本件においては、主たる債務である組合のリース料支払債務（被告らが吉田榮の代理権の不存在を主張することが信義則上許されない結果として、被告らの連帯保証債務の前提として想定される主たる債務）は、本件リース契約の締結と同時に発生しているとはいえるものの、組合が本件リース物件の引渡しがないにもかかわらず、その支払を拒絶することができないのは、組合が借受証を原告に交付したからである。 

　したがって、被告らは、主たる債務について、リース物件の引渡しが行われ、組合がリース料を支払うという態様のものであると認識したのに、実際は、リース物件の引渡しはされないが、組合が借受証を交付することによってリース料の支払を拒絶し得ないものになるという態様のものであったものということができる。」
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